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第 6 掃論 競争経済と協同組合企業の成熟
ICAの1966年決議のしめす協同組合原則は.
市場競争の条件のもとで,協同組合が企業体とし
て成熟した段階における原則をしめしたものであ
る｡この原則は例えば1937年パリ大会の制定した
伝統的協同組合原則を多くの面で訂正した｡例え
ば,剰余金処分の一形態である出資高配当を ｢資
本に対する利子｣と呼び,資本のコストとしての
利子に転化させた如くである｡以下,若干の考察
を加えたい｡
〔日 誌争経済と協同組合
本来,協同組合は資本主義競争経済に対抗する
勤労者の協同経済組織として生まれた｡競争経済
とは個別企業相互間の競争であるが,個別企業は
その企業間競争をつうじて総体の資本主義経済と
して勤労者と対立するものであった｡協同組合が
勤労者の協同経済組織として存立する限りでは,
勤労者とともに総体としての資本主義経済に無条
件的に対立した｡しかし,企業体としての成熟を
とげる,つまり協同組合形態の資本制企業として
成熟するにつれて,その対立は無条件的なもので
はなくなった｡なぜならば,協同組合と云えども
企業としては協同組合形態の資本制企業であり,
資本制企業であるからには総体の資本主義経済の
構成員であり,その限りにおいて勤労者と対立す
るからである｡
協同組合は協同組合形態の資木制企業であり,
その意味で特殊な企業である｡協同組合企業が特
殊であるというのは,出資が利用と結合し,出資
者であることは利用者と分ち難く結合しているか
らである｡そこに資本制企業ではあるが,出資者
であることを介して利用者と一定の組織関係を保
持する条件がある｡そしてこの事情は協同組合企
業が市場競争において,顧客と特殊な直接的結合
の関係を保持することを通じて優位に立つべく作
用する｡
そこに一つの転倒が準備される｡協同組合はそ
の草創期においては,協同組合の経済力量は直接
に,勤労者の組合員としての結合の拡がりと強固
さに由来した｡協同組合における組合員組織は,
その意味で勤労者の自立的な協同経済組織であっ
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た｡
しかし,協同組合が企業として成熟するにつれ
また個別企業として企業間競争に伍するようにな
るにつれて,離合貞組織の機能も変化する｡組合
員組織,あるいは勤労者の組織的な結合は,総会
-最高の議決機関や,理事,監事の選出などの手
続において主要な役割をはたす｡しかし,その反
面では協同組合の企業的成熟につれて,組合員組
織は企業による顧客の組絞化の手段としての性格
に転化するかも知れない｡企業的成熟とは協同組
合がその個別企業,個別資本としての力量を以て
競争に対処するようになったことであり,その資
本としての力量のなかに組合員組織も編入される
ようになることである｡
〔Ⅱ)協同組合経営と利用高配当
ICA決議は剰余金処分にかんする協同組合原
則の論述の結論として,つぎのように述べた｡
｢過去1世紀以上にわたって,最も公平で最も便
利な方法であるとして認められてきた利用高によ
る配当というこの原則を変更する必要はない｣｡
この結論は妥当である｡しかし,この1世紀の間
に,剰余金処分における利用高配当の地位に大き
な変化の生じたことも認めなければならない｡
利用高配当は協同組合の草創期においては,出
資高配当,労働高配当と並ぶ剰余金の処分形態の
一つであった｡この場合,組合員は出資者として,
事業労務の提供者として,また事業利用者として
それぞれの側面において,剰余金の形成と実現に
貢献したという認識があり,その認識にもとづい
て貢献に応じた剰余金の配分が行なわれたのであ
る｡こうした認識と配分の基礎には協同組合にお
いて ｢資本は必要なる悪｣という資本観,あるい
は ｢資本を使って働らく労働｣観のあったことに
留意しておきたい｡
現代においては利用高配当の地位は変化し,出
資高配当,準備積立金の内部留保と並ぶ剰余金の
処分形態の一つとなった｡変化は労働高配当が消
えて,内部留保が登場したところに象徴されてい
る｡内部留保によって蓄積された自己資本は,組
合員の個人的持ち分に帰属しない資本であり,協
同組合的所有,つまり法人所有の資本である｡こ
の資本が機能の過程でもとめる ｢人格化｣は単純
に組合員の選任による組合員代表としての理事で
はなく,しばしば非組合員の学識経験者理事であ
るOそれは,この種の資本が個人的持ち分に帰属
しない点で組合員から畢離していることにより,
またしばしば非組合員の学識経験理事に｢人格化｣
されることにより,企業体としての自立化の傾向
を現わす｡
iCA決議によると,この剰余金の内部留保は
しばしば利用高配当と対立するとされている｡す
なわも,｢純利益の全部ないし大部分を留保し資
本化することがある｣ために利用高配当の原則が
貰徹し得ないのである｡これは,現代の協同組合
においては,剰余金の処分において,組合員にた
いする利用高配当にたいし,内部留保,資本化の
地位が高まったことを示唆するものであろう｡
〔Ⅲ〕｢組合長全体としての組合｣という説
これは剰余金の処分における ｢組合員個々人の
利益と組合員全体としての組合の利益の適正なバ
ランス｣の叙述にみる概念である｡単純に理解す
ると,｢組合員全体としての組合｣とは不可分割
の有機体としての組合員集団である｡こう考える
のが常識であろう｡この意味では協同組合は労働
組合と共通する側面をもっている｡それと同時に,
協同組合は労働組合とちがって,資本制企業であ
る｡したがって ｢組合員全体としての組合｣には,
組合員集団と協同組合的企業の二つの側面のある
こと,しかも近年,協同組合企業の側面が組合員
集団の側面と比べて強化されていることに留意し
たい｡
∫CA決議の特徴の一つは,いくつかの協同組
合原則について,企業経営原則として明確にした
ことであろう｡まず,｢組合員｣の章では,協同
組合を二元論的に解釈し,｢組合の立場と組合員
の立場｣の相互補完的関係の存在を指摘し,そこ
から協同組合企業の相対的自立性を説き,さらに
その ｢非組合員との取引｣の不可避性を原則のレ
ベルで承認したO
｢民主的管理｣の章では,協同組合においても
｢事業単位が大規模なものへ,より集約的なものへ
と発展する傾向｣が作用することを指摘した｡こ
れは協同組合の組合員組織規模が企業経営規模に
よって規定されること,云いかえると企業経営の
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発展法則が協同組合の発展に影響を与えること,
を明らかにしたものである｡しかも,｢組合業 務
の規模拡大と複雑化は,組合員だけでなく総代の
能力でも如何ともし難いものである｣ことを承認
したのである｡
つぎに ｢資本に対する利子｣の章ではICA決
議はロッチデールの先駆者の当時,すでに｢二本立
ての資金自賄い方式｣の習慣が成立していたこと
を指摘することによって,｢準備金や組合の固定
資産の減価償却積立金の形｣などの内部留保の意
義を強調した｡この内部留保による資本蓄積は,
個人持ち分なき自己資本,協同組合的所有とも云
うべき自己資本の形成を意味するもので,そのこ
と自体,協同組合が単純に ｢組合員全体としての
組合｣ではなく,組合員の総和とは別の個体とし
て存在することをしめすものである｡すでに紹介
したように,iCA決議は組合員出資金とは別の
自己資本,｢個々の組合員が持ち分請求権をもた
.-1,ない準備金や特別基金と.いった形態での組合の自
己資本｣の蓄積を承認し,それを資本構成上の
｢主要な範噂｣の一つとみる協同組合原則を提唱
したのである｡
ICA決議の各章にみる ｢組合員全体としての
組合｣にかんする叙述は,おおむね上述の如くで
ある｡これを協同組合の進化の各局面としてみる
ならば,その草創期の状況としては,それは組合
員の協同組合的総体としての存在である｡あるい
は自然人の単純な総和と云ってもよい｡しかしこ
の状況においてすでに,資本関係を随伴している｡
_｢資本は必要な悪｣と云ったり, あるいは ｢資本
を使って働く労働｣と云うが,この場合,協同組
合において資本は副次的側面をなし,組合員の組
織的結合が主要な側面をなす｡しかし,協同組合
はその経済的発展につれて,企業体としても成熟
する｡協同組合と云えども資本制企業の形態であ
り,資本主義の経済競争を回避することはできな
い｡競争にうち勝ち,企業体としての存続をはか
ることなしには協同組合の経済的役割をはたすこ
とができない｡競争力を強化し,競争上,安定し
た地位を保持しなければならない｡それは結局の
ところ,市場占有率を高めることである｡
敢えて競争に対処し,市場占有率を高め,市場
に安定した地位を得るための不可欠の条件は資本
力である｡協同組合が企業体として成熟し,企業
間競争に伍して,資本を強化するためには.伝統
的な資本調達方法の訂正が不可避である｡剰余金
処分に内部留保が加わり,自己資本に他人資本導
入が追加される｡
こうした資本調達,資本蓄積における新局面は
また,剰余金処分上の新問題を生むことになる｡
まず第 1に,剰余金処分において,内部留保,質
本化と組合員配当との軽重選択に直面する｡内部
留保の割合が次第に高まり,剰余金処分によめる
組合員配当の割合が低下する｡これは企業体の資
本調達策としては必然の傾向であるとしても,刺
余金処分策としては重大な変化であり,組合員配
当に表現される,協同組合と組合員の関係からみて
も重大な変化である｡
剰余金の処分方策のうえでの重大な変化とみる
のは,そこに企業経営上の蓄積性向が表現され,
協同組合の企業体としての成熟が鮮明に露出され
るからである｡協同組合と組合員の関係のうえで
の重大な変化とみるのは,かって協同組合の存立
の一義的な基礎をなした組合,組合員関係と並ん
で,新たに成熟した企業体という基礎の登場をし
めしたからである｡
企業体一般としては企業間競争の優劣を決する
のは資本規模であるとしても,協同組合企業には
それに固有の競争力がある｡それは顧客としての
組合員との問の組織上の結合である｡云うまでも
なく組合員は協同組合企業の単なる顧客ではない｡
すなわち,協同組合自己資本の基本的金額をしめ
る出資金の提供者であり,形式的には最高議決機
関の給金の構成員である｡しかし,協同組合の企
業体としての成熟につれて,協同組合と組合員の
組織的結合の関係は,その性質が変化し,協同組
合企業が他の競争企業を排除して,独占的にその
購買力を占有するための,企業と顧客の関係に似
たものに変る｡この組合員-顧客の関係は,協同
組合企業の有力な競争条件である｡云うまでもな
く協同組合における組織関係は,形式上,組合員
が主人公であることをしめすものであり,また.I
その形式に重要な意義があるのである｡この基本
に変化がないとしても,他方ではその組織関係が
企業間競争における優位を約束する条件として機
能するに至ったこと,強調して云えば組織関係の
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転倒が進んだという事実について留意すべきであ
ろう｡
〔Ⅳ〕協同組合的所有
協同組合は勤労者の個人経済に立脚し,消費
手段,小商品経済の生産手段の私有制を基礎とす
るものであるが,協同組合経済においては私的な
資本所有を制限する制度を制定し,資本所有の社
を,利用者組合員の立場において,現物資本-の
投下を決定する｡現物資本への投下,運用は,
当然,決定に参加した ｢組合員全体｣の必要を
充足するためのものである｡ここに,資本所有
における私的要素の制限が,資本運用における
私的要素-利潤法則の作用を制限する関連をみ
ることができる｡
(4) 出資高配当の制限,この原則を換言すると,
会化を促進する制度を内在させている｡協同組合
それ自体としては,貨幣資本を現物資本に転化し,
資本と賃労働の両極を内包する経営形態をとって
いる｡その限りでは資本制企業であるが,株式会
社形態と区別される協同組合形態の企業である｡
協同組合経済における私的資本所有の制限制度｡ (5)
(1) 組合員の結合関係における自然人原理の資本
所有原理にたいする優位｡これは諸会議の運営
における持ち株高表決権の否定,一人一票制の
表決権に表現されている｡
(2卜最高出資額の制限および支配株取得の禁止.
協同組合は勤労者の大衆的経済組織であり,伝
用,購買,販売および施設利用のいずれを問わ
ず,組合員による組合利用を目的とする｡IC
Aが協同組合事業を｢資本を使って働らく労働｣
と規定したのも,この目的に由来する｡したが
って出資金はつねに組合員による利用と結びつ
くものであって,資本流通一般の法則にしたが
うものではない｡利用と結びついた出資金を別
に表現すれば,最高出資額の制限や支配株取得
の禁止の原則となる｡
(3) 出資金所有権の非譲渡性｡出資金所有権,つ
まり出資証券が売買に供され,証券に取引価格
が発生するとすれば,出資行為が組合事業利用
行為と率離することを意味し,出資証券が"醍
当請求権元本"の表示に転化したことを意味す
る｡これは総じて出資金の擬制資本への転化,
それに伴なう現物資本の機能資本への転化を意
味する｡したがって,出資金所有権の譲渡禁止
は上述の事態のすべてを否定したことを意味す
る｡
出資金所有権の譲渡禁止は.出資-資本酸出
と利用-資本運用の一体的関係,貨幣資本と現
物資本の終合の関係に由来するものである｡こ
の場合,出資者組合員はその醸出した貨幣資本
利用高配当を優位とする原則であり,資本所有
に対する事業利用の優位をなす｡上述の3項の
原則,制度がいわば量的規定であったのに対し
出資高配当の制限はその対極に利用高配当優位
が措定されるという,質的性格の規定である｡
役員選出における代表原理｡協同組合の役員
(理事,監事)は通常,総会において選出され
常任理事は理事の互選によって選出される,そ
の場合,理事は出資金張出の多寡や出資金額の
過半数などの基準によって選出されるものでは
なく,理事,監事の任に耐えるという能力の基
準により,また,組合員の意向をよく代表する
という基準により,そして組合員大衆にたいす
る指導能力の基準によって選出される｡協同組
合が私的資本所有の作用を制限する制度におい
て,役員選出の基準から出資金持ち分基準を排
除した原則は重要である｡
(6) 事業の組合員への奉仕原則と員外利用制限｡
この原則は組合員の資本所有制限と直接に関係
するものではないが,協同組合における資本お
よび資本所有の性質に関する原則として重要で
ある｡すなわち,組合員の資本所有,出資金張
出は協同組合の組合員資格を取得するためであ
り,組合員として協同組合事業利用の資格を取
得するためである｡これを裏返してみると,協
同組合における資本運用原則,つまり組合員の
利用に供する事業に資本を投下するという原則
をしめしたものである｡このように資本の投下,
運用が組合員の利用という目的に制限されてい
ることは,組合員による資本所有が制限される
ことの前提であり基礎である｡
協同組合経済における資本所有の社会化の傾向｡
協同組合の資本所有における私的要素の制限は,
｢組合員全体としての組合｣に由来し,その二つ
一11-
の側面である組合員集団と協同組合的企業に由来
する｡競争経済の条件のもとでは,協同組合的企
業の側面が企業間競争に対処して,資本所有の社
会化の傾向を促進する｡
(1) 協同組合事業活動の社会化の傾向｡企業間競
争の核心は市場占有率の向上である｡協同組合
はその企業体-個別資本の側面においては,読
争企業としては特殊でなく,陰に陽に市場占有
率の向上に努め,組合員,非組合員を問わず事
業を拡大する｡事業の員外利用制限の原則を超
え,利用公開に向う｡云うまでもなく協同組合
企業の競争,市場占有率の向上は,協同組合に
固有の特殊な手続き,組合員の獲得や協同組合
合併などの手続きを随伴する｡
(2)資本調達の社会化｡ICA決議の表現を借り
るならば,現代は ｢あらゆる現代的な技術装備
をそなえ,最大規模の設備をもつ資本主義的企
業に対抗して進んでいかなければならない協同
組合運動｣の時代である｡企業間競争に対処し
て,自己資本額を超過した資産,とくに固定資
産の取得に迫られ,その超過分は他人資本の導
入,例えば長期借入金の調達によって補充しな
ければならない｡協同組合企業の資本調達は,
組合員の酸出による出資金に依存するという,
｢自賄い方式｣を超え,他人資本の導入という
社会化に傾斜する｡
(3)法人所有資本の蓄積｡競争性の資産,とくに
固定資産の先行的な取得に由来する資本不足が,
一方で長期借入金などの他人資本導入をよび起
したとすると,他方では剰余金の内部留保,質
本化による自己資本の蓄積が進む｡この内部留
保の資本化によって造成された自己資本部分は,
組合員の個人持ち分に帰属しない資本であって
協同組合法人の所有する資本である｡個人持ち
分に帰属しない資本の蓄積が進行したことは,
協同組合の資本調達が私有制の枠をのり超えは
じめたことであり,その意味で資本調達の社会
化がはじまったのである｡
(4) 職業的経営者層の成長｡企業間の市場競争の
時代における協同組合の役職員の特徴は,職業
的経営者の群の堆積であり,指導者の後退と経
営者の前進である｡学識経験者理事をふくむ職
業的経営者は,一般的に経営能力者であって,
組合員にたいし,また総会,理事会にたいし相
対的に自立的な地位に立っている｡この職業的
経営者群は,協同組合組織の構成員でなく,し
たがって出資金持ち分の基礎を欠く存在である｡
しかし,彼らは個人持ち分なき自己資本部分-
剰余金の内部留保による資本を,道徳的に代表
することができる｡その意味で彼らは法人所有
資本の ｢人格化｣としての存在である｡
(5) 擬制資本化なき機能資本化｡株式会社形態の
資本制企業の特質は貨幣資本が株式制度を媒介
にして,配当請求権元本としての擬制資本と,
現物資本形態の機能資本とに分化することにあ
った｡協同組合形態の資本制企業においては,
企業的成熟は資本制度のどのような展開をしめ
すか.協同組合においては,出資金醸出が多か
れ少かれ組合利用と結合しているため,単純な
擬制資本化は生じ得ない｡しかし,擬制資本化
の事態はあり得ないにもかかわらず,株式会社
における現物資本形態の機能資本化に類似した
事態は生ずる｡云わば,擬制資本化なき披行的
な機能資本化の進行とも云うべき事態である｡
そのような事態を招来するモメントは,第 1
は剰余金の内部留保,資本化であって,それが
自己資本額の無視できぬ部分に達することであ
る｡第2は,その内部留保による蓄積資本の人
格化であって,具体的には相対的な自立性をも
ち,能力的に企業経営権を掌握した職業的経営
者の存在である｡この二つのモメントによって,
協同組合企業においても,擬制資本への転化が
生ずることなしに,株式会社企業と類似した機
能資本化の傾向が進展する｡
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